
１　総括

 (1) 人件費の状況(普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況(普通会計決算）

(注）１　職員手当には退職手当を含んでいません。

   　 ２　職員数は、平成２０年４月１日現在の人数です。

(3) 特記事項(平成２１年４月１日現在）

特になし

(4) ラスパイレス指数の状況(各年４月１日現在）

【参考】地域手当補正後ラスパイレス指数（平成21年4月1日現在）

(注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。
 　   ２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。
  　  ３　「地域手当補正後ラスパイレス指数」とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の
　　　　給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数です。
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況(平成２１年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

参考

歳 人 円 円 円 －

歳 人 円 円 円 歳 円 1.520

歳 人 円 円 円 歳 円 1.400

歳 人 円 円 円 －

歳 人 円 円 円 －

歳 人 円 円 －

歳 人 円 円 円 －

円 円

円 円

※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成１８～２０年の３ヵ年平均）

※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致している

ものではありません。

※ 年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては

前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。
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　　　　③小・中学校(幼稚園）教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

(2) 職員の初任給の状況(平成２１年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 －

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況(平成２１年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円中　学　卒 -

技能労務職

222,000

-

大　学　卒

高　校　卒

高　校　卒

266,927

経験年数１０年区分

144,500 140,100

大　学　卒

125,400

高　校　卒

133,100

144,500

　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤

技能労務職

中　学　卒

経験年数２０年

-

365,000

-

313,200

-

-

　　　です。

　　 ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務

平均給料月額

高　校　卒

137,200

一般行政職

類　似

平均給与月額

経験年数１５年

137,200

144,500

-

42.1

41.1

43.3

団　体

滋賀県

草津市

区分 平均年齢

-

379,977

335,856

449,753

438,360

386,728

349,676

　　　されているものです。　　　　　　 

草津市

178,800 172,200178,800

(注）１　「平均給料月額」とは、平成２１年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

区分 県 国

　　　手当などのすべての諸手当の額を合計したものでり、地方公務員給与実態調査において明らかに

　　　務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したもの

一般行政職
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
　 (1) 一般行政職の級別職員数の状況(平成２１年４月１日現在）

  

(2) 昇給への勤務実績の反映状況
　

副参事

   　 ２標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

５級

４級

人

１級

43

専門員

部長・副部長・主監

区　　分

７級

主事

主査
83

主任
人

昇給は、一年間の勤務成績に応じて次のとおり行っているが、人事評価に基づく勤務成績の昇給への反映は行ってい
ない。
　●要勤務期間すべてを良好な成績で勤務した職員　　４号級（２号級）
　●要勤務期間中に勤務しなかった期間がある職員　　昇給調整
　　※（　）内は５５歳の年度末を越えて在職する職員の場合

人

(注）１草津市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

３級

２級

人

105
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％

％
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44 9.9%
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％

23.6%

％

％

42

9.7%

％

人

人

職員数標準的な職務内容

％

構成比

(注）平成１８年に９級制から７級制に変更しています。（旧給料表の１級および２級ならびに４級および
　　　５級をそれぞれ統合）
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23.6%
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４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額(２０年度） １人当たり平均支給額(２０年度）

千円　 千円　

(２０年度支給割合） (２０年度支給割合） (２０年度支給割合）

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

(加算措置の状況） (加算措置の状況） (加算措置の状況）

　　・役職加算 ５～１５％ 　　・役職加算 ５～２０％ 　　・役職加算 ５～２０％

　　・管理職加算 無し 　　・管理職加算 １５％、２５％ 　　・管理職加算 １０～２５％

(注）(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

勤勉手当への勤務実績の反映は行っていません。

(2) 退職手当(平成２１年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

(定年前早期退職特例措置　２～２０％加算） (定年前早期退職特例措置　２～２０％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

(注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２０年度に退職した職員に支給された平均額です。

　　

 (3) 地域手当(平成２１年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

 (平成２２年度の制度完成時）

％ ％

職制上の段階、職務の級等による加算措置

263,729

(支給率）

3.0

(1.6）

1.5

期末手当

(1.6）

1.5

(0.75）

(支給率）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

勧奨・定年勧奨・定年以外

30.5523.50

支給対象職員数

59.28

10

(注）国の制度では、平成２２年度での完成を目指して、平成１８年度から支給率を段階的に引
　　き上げることとしています。

支給対象地域

59.2859.28

7,902

59.2847.50

1.5

勤勉手当 勤勉手当

勧奨・定年

期末手当

(1.6）

－

期末手当

1,917

3.0

国の制度(支給率）

3.0

県 国

(0.75）

国

30.55

41.34

(0.75）

草津市

1,849

6458全域

勧奨・定年

23.50

自己都合

33.5041.34

自己都合

47.50

全域 10

支給率

草津市

勤勉手当

支給対象地域 支給率

59.28 59.28

28,296

33.50

国の制度(支給率）

支給実績(２０年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額(２０年度決算）

164,567

8
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 (4) 特殊勤務手当(平成２１年４月１日現在）

千円

　円

　％

日額　300円

特殊技能輸送手当

１件　800円

左記職員に対する支給単価主な支給対象職員・業務

行旅病人等処置手当
(1)行旅病人及行旅死亡人取扱法(明治32年法律第93号。以下
この項において「法」という。)第2条第1項の規定に基づき行旅
病人の救護業務に従事した職員

日額　300円

１７種類

日額　300円

日額　300円

日額　250円

月額　3,000円

日額　300円

日額　250円

(1)草津市地域防災計画(災害対策基本法(昭和36年法律第
223号)第5条第1項の規定に基づき、作成された計画をいう。以
下同じ。)に基づく警戒体制において、危険箇所の巡回または
監視業務に従事した職員

職員全体に占める手当支給職員の割合(２０年度）

特殊現場作業手当

27.9%

(2)草津市地域防災計画に基づく警戒体制において、危険箇所
の応急作業に従事した職員

手当の種類(手当数）

災害現場出動手当

支給実績(２０年度決算）

手当の名称

2,628

日額　250円

15,103支給職員１人当たり平均支給年額(２０年度決算）

１件　2,500円(2)法第7条第1項の規定に基づき行旅死亡人の処置に従事し
た職員

道路交通法施行規則(昭和35年総理府令第60号)第2条の表に
掲げる大型自動車により、複数の乗員輸送の業務に従事した
職員

日額　400円

(2)火災現場等へ緊急出動する業務に従事した職員

福祉業務手当

(1)土砂の崩壊が予想される危険箇所、労働安全衛生法施行
令(昭和47年政令第318号)別表第6に掲げる酸素欠乏危険場
所または深夜(午後10時から翌日午前5時までの間をいう。)に
工事現場等危険な箇所において行う測量、検査または監督等
の業務に従事した職員

公害調査等作業手当

(3)地上または水面上10メートル以上の足場の不安定な箇所で
行う測量、検査または工事の監督等の業務に従事した職員

(4)交通を遮断することなく行う道路上(市長が定めるものに限
る。)での維持修繕の作業、雪寒対策作業、測量、交通指導ま
たは屋外広告物の撤去作業に従事した職員

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和25年法律第
123号)第47条に規定する指導業務に類する業務に従事した職
員

福祉事務所に勤務し、指導監督または現業を本務とする職員

草津市の良好な環境保全条例(昭和53年草津市条例第26号)
第57条の規定に基づく立入検査等(粉じん、汚水、廃液または
ばい煙を直接採取する業務を伴うものに限る。)または下水道
法(昭和33年法律第79号)第12条の2に規定する特定事業場(こ
れに準ずる工場または事業場を含む。)への立入検査(汚水を
直接採取する業務を伴うものに限る。)に従事した職員

精神衛生業務手当
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 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

※休日勤務手当は含んでいません。

支給実績(２０年度決算）

毒物及び劇物取締法(昭和25年法律第303号)第2条に規定す
る毒物等を使用して化学検査もしくは研究に従事した職員また
は毒物等を直接取り扱う業務に従事した職員

感染症(感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す
る法律(平成10年法律第114号)第6条に規定する感染症(規則
で定めるものに限る。)および家畜伝染病予防法(昭和26年法
律第166号)第2条第1項に規定するものならびに結核をいう。以
下同じ。)が発生し、または発生するおそれのある場合におい
て、感染症の患者もしくは感染症の疑いのある患者の収容、救
護、指導もしくは発生箇所の消毒または家畜伝染病にかかっ
ている家畜もしくはかかっている疑いのある家畜に対する防疫
作業に従事した職員

１件　500円火葬業務を本務とする職員

感染症防疫作業手当

毒劇物取扱手当

１件　350円

変則勤務手当

火葬業務手当

(2)公共の場所において廃棄物(廃棄物の処理及び清掃に関す
る法律(昭和45年法律第137号)第2条第1項に規定するものを
いう。)の収集または処理業務に従事した職員

火葬業務を本務とする職員 月額　10,000円

日額　200円

日額　500円
土曜日、日曜日または国民の祝日に関する法律(昭和23年法
律第178号)第2条に規定する休日に規則で定める施設で、正
規の勤務時間に勤務する職員

市税または市税外収入の滞納整理のため出張による徴収業
務に従事した職員

(1)市税事務に従事し、出張による徴収業務を本務とする職員

596

正規の勤務時間外に、現地において公共用地の取得またはこ
れに伴う補償業務に従事した職員

(2)滞納処分による財産の差押えに関する業務に従事した職員

376,559支給実績(１９年度決算）

園外活動業務手当 遠足、旅行またはこれらに準ずる園外活動において児童を引
率して行う指導業務に従事した幼稚園教諭、保育士等

346,255

支給職員１人当たり平均支給年額(２０年度決算）

滞納整理手当

清掃処理業務手当

主な支給対象職員・業務

(1)クリーンセンターに勤務する職員

日額　250円

日額　300円

用地等交渉手当

年末年始(12月29日から翌年1月3日まで)の期間中で、正規の
勤務時間に勤務する職員

555

支給職員１人当たり平均支給年額(１９年度決算）

手当の名称 左記職員に対する支給単価

月額　5,000円

月額　3,000円

日額　500円

日額　350円

日額　300円

日額　5,000円年末年始手当

市税業務手当
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(6) その他の手当(平成２１年４月１日現在）

円

円

円

円

円

203,762

14,380

111,064

8,973

千円

千円

千円

164,799

104,009

781,038

千円

常直の職員に対して支給
(月額21,000円）。

国民の祝日や年末年始
の休日等に勤務した場合
に支給
(135/100,160/100)。

異

56,061

同

同

家賃12,001
円以上、
27,000円を
限度。持ち
家居住者に
は、新築・購
入から５年
間2,500円。

異

との異同

管理職員特
別勤務手当

千円

平均支給年額(２０年度決算）
国の制度と

宿日直手当 同

休日勤務手当

住居手当 34,874

(２０年度決算）

支給職員１人当たり

役職により定額の手当を
支給。
最高額：92,000円
最低額：59,300円

通勤手当

配偶者　13,000円、配偶
者以外の扶養親族　各
6,500円、配偶者のない職
員の扶養親族のうち１人
目　11,000円、満１６～２２
歳の子　各5,000円加算。

扶養手当

管理職手当

交通機関の利用者に、１
か月あたりの運賃55,000
円を限度に支給。交通用
具使用者に、距離に応じ
て4,100～25,200円支給、
駐車場利用者に4,000円
を限度に利用料金の２分
の１加算、駐輪場利用者
に1,500円を限度に利用
料金の２分の１支給。

同

家賃を月額9,100円以上
を支払っている職員に対
し、家賃額に応じて30,000
円を限度に支給。持ち家
居住者に4,500円を支給。

管理職員が週休日等に
止むを得ず出勤し、かつ、
その振替が困難な場合に
支給。

同

内容及び支給単価手当名
国の制度

異なる内容
支給実績

61,740

交通用具利
用者に、距
離に応じて
2,000～
24,500円支
給、駐輪駐
車場加算な
し。
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５　特別職の報酬等の状況(平成２１年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）
円 円／ 円

（ 円 ）
円 円／ 円

（ 円 ）
円 円／ 円

（ 円 ）
円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　(支給時期）

795,000

市 長

期
末
手
当

市 長

　　(算定方式）

備 考

議 員

助 役 3.40

議 長

副 議 長

議 員

収 入 役

市 長 　　(２０年度支給割合）

452,000

670,000

547,500

給料月額×支給割合(41/100）×在職月数

(1期の支払額)

　　(２０年度支給割合）

338,800

3.40

620,000

420,100

副 市 長

議 長

副 議 長

退
職
手
当

報
酬

366,600

任期毎

760,000

給料月額×支給割合(31/100）×在職月数

502,000

569,000

　　  ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給与月額および支給率に基づき、１期（４年＝４８月）

給
料

900,000

区分

945,000

給料月額等

(参考）類似団体における最高／最低額

547,8001,070,000

(注）１　給料および報酬の（  ）内は、減額措置を行う前の金額です。

副 市 長

　　　　　勤めた場合における退職手当の見込額です。

9



６　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

(各年４月１日現在）

‹参考›

‹参考›

(注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　 ２　[     ]内は、条例定数の合計です。

(2) 年齢別職員構成の状況(平成２１年４月１日現在）

　

総務企画

人 人
職員数

745

人

140 78 874 67 52 83

人 人 人

39歳 55歳43歳 47歳 51歳

人 人 人 人人 人

56歳 60歳44歳 48歳

～ ～ ～

　公
　営会
　企計
　業部
　等門

水道

その他 28

39

小　計 87

下水道 20

税務 29 28

17

民生 173

衛生 48

土木

19

商工

教育

84

501計

　　　　　　　　区分

　部門

0

議会 5

農林水産

0

5

労働

7

84

127

平成２０年

職員数

0

127

0

5

506

0

11

5

-2

33 -6

平成２１年

125

対前年
増減数

173

134

49 1

-1

710

16

-10

-3

77

-4

～

40歳36歳

～

24歳 28歳

～

32歳

合　　計

未満

～

23歳

[771］

20歳 20歳

普
通
会
計
部
門

小　計

区　分

[0］[771］

0

事務の統廃合縮小など

主な増減理由

28

事務の統廃合縮小など

業務の増加

～

以上

業務の増加

　人口１万人当たり職員数５３．９１人

59歳

計

52歳

　(類似団体の人口１万人当たりの職員数45.96人）

2

11

710

　人口１万人当たり職員数６０．４７人

事務の民間委託など

　人口１万人当たり職員数４３．１０人

‹参考›

　(類似団体の人口１万人当たりの職員数63.98人）

事務の統廃合縮小など

人

業務の増加

7

5

626 633

19 48 62

～

27歳 31歳 35歳

～

713

0

5

10

15

20

25

構成比

５年前の構成比

%
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(3) 定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（参考）草津市行政システム改革における集中改革プランの数値目標（数・率）

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間です。

　　　２　（　　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示しています。

　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画１年目以降現年までの職員増減数の

　　　　累計を示しています。

-53

純減数

7.0

22年
5年目

純減率

平成17年4月1日 平成22年4月1日

計画期間

始　期 終　期

   　　　　　　　　区　　分

部　　門

17年
計画始期

18年
１年目

19年
2年目

753

平成１７年４月１日
職員数

平成２２年４月１日
職員数

20年
3年目

700

数値目標

7.0％の純減

21年
4年目

（参考）
数値目標

720 713 709

17年～22年
計

全職員
職員数 753 742 － 700

増　減 -11 -22 -7 -4 83.0% -53
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７　公営企業職員の状況

　(1)　水道事業

  　① 職員給与費の状況

     ア　決算

(注）１　職員手当には退職手当を含んでいません。
   　 ２　職員数は、平成２１年３月３１日現在の人数です。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況(平成２１年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

(注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

(２０年度支給割合） (２０年度支給割合）

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

(加算措置の状況） (加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

(注）(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当(平成２１年４月１日現在）

普通会計にて、一般行政職と同様の制度で支給(普通会計４－(２）参照）

ウ　地域手当(平成２１年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

 (平成２２年度の制度完成時）

％ ％

　　　　千円

(参考）１９年度の総費用

（受託工事費を除く）に

占める職員給与費比率

平均月収額

309,657

1,944

564,094

千円　

計　Ｂ

％　　　　

基本給

299,907

平均年齢

千円

48,397

総費用に占める

期末・勤勉手当

区分

区分

人 千円２０年度

39 170,628

給料 職員手当

Ｂ　

職員給与費比率

千円

職員給与費

一人当たり給与費Ｂ／Ａ

(参考)類似団体平均

％　

千円

6,781

616,226

千円

295,179 7,568

406,150

76,154

純損益又は

（受託工事費を除く）

　総費用

Ａ  

実質収支

46.7

事 業 者

3.0

草津市

団 体 平 均 45.6

勤勉手当

２０年度

１人当たり平均支給額(２０年度）

一般行政職

1,965,891

給与費

15.8

草 津 市

区分

１人当たり平均支給額(２０年度）

(1.6）

期末手当 勤勉手当

1.5

(1.6）

370,362

職員数

Ａ

一人当たり給与費

千円

(0.75）

期末手当

1,926

3.0

(0.75）

1.5

千円　

Ｂ／Ａ

15.1

支給実績(２０年度決算） 11,308

支給職員１人当たり平均支給年額(２０年度決算） 282,697

10 10

国の制度(支給率）

全域 8 34 8

支給対象地域 支給率 支給対象職員数

(注）国の制度では、平成２２年度での完成を目指して、平成１８年度から支給率を段階的に引

　　き上げることとしています。

支給対象地域 支給率 国の制度(支給率）

全域
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エ　特殊勤務手当(平成２１年４月１日現在）

千円

円

％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

(注）時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

カ　その他の手当(平成２１年４月１日現在）  

円

円

円

円

④ 定員管理の数値目標及び進捗状況

ア　平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標
→６（３）①を参照

イ　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要
→６（３）②を参照

内容及び支給単価

停水処分手当

92

異　　　同 異なる内容

支給職員１人当たり平均支給年額(１９年度決算）

の制度と
一般行政職

手当名 の制度との

１件　350円

259,983

その他については、一般行政職と同様(普通会計の４－(４）参照）

支給実績(２０年度決算） 6,351

支給職員１人当たり

(２０年度決算） 平均支給年額

836,425

105,950

千円

(２０年度決算）

支給実績一般行政職

通勤手当 同 千円 135,768

交通機関の利用者に、１か月あた
りの運賃55,000円を限度に支給。
交通用具使用者に、距離に応じて
4,100～25,200円支給、駐車場利用
者に4,000円を限度に利用料金の
２分の１加算、駐輪場利用者に
1,500円を限度に利用料金の２分
の１支給。

7,800

4,209

千円

千円

家賃を月額9,100円以上を支払って
いる職員に対し、家賃額に応じて
30,000円を限度に支給。持ち家居
住者に4,500円を支給。

10,037
役職により定額の手当を支給。
最高額：92,000円
最低額：59,300円

配偶者　13,000円、配偶者以外の
扶養親族 各6,500円、配偶者のな
い職員の扶養親族のうち１人目
11,000円、満１６～２２歳の子　各
5,000円加算。

住居手当 同

管理職手当 同

2,543

扶養手当 同

45.0

支給職員１人当たり平均支給年額(２０年度決算） 159

草津市上水道事業給水条例(昭和37年草津市条例第20号)第
35条の規定に基づく停水処分の業務に従事した職員

支給実績(１９年度決算） 3,786

手当の名称 左記職員に対する支給単価主な支給対象職員・業務

671

支給職員１人当たり平均支給年額(２０年度決算）

支給実績(２０年度決算）

手当の種類(手当数） １８種類

37,272

職員全体に占める手当支給職員の割合(２０年度）
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